





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































みるかぎり，天野文相辞任の昭和 27年 8月 12
日以前の 8月の閣議は 1日，5日，8日であり，
その中で総理欠席は 8日のみである。




































　⒃ 『読売新聞』（1953年 1月 9日朝刊）1面「義
務教育費全額国庫負担，教職員は国家公務員，
文部省要求　次官会議紛糾す」。
　⒄ 『朝日新聞』（1953年 2月 7日朝刊）「社説『そ
の都度文政』を憂う」。
　⒅ 『第 15回国会　衆議院　議院運営委員会会議
録　第 31号』（1953年 2月 21日）。
　⒃ 前掲『読売新聞』（1953年 1月 9日朝刊）1面。
　⒄ 中央教育審議会速記録は国立公文書館で 2002
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